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令和 4年１月 13 日 
環境水道部環境課 

磐田市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）及び 
磐田市気候変動適応計画策定方針について 

１ 計画策定の趣旨 

令和 3年 6月、本市は豊かな自然や社会環境を維持し将来の世代に引き継ぐため、
2050 年カーボンニュートラルを目指すことを表明しました。これを実現するための具
体的な市域全体の実行計画として、「磐田市地域温暖化対策実行計画（区域施策編）」
を策定します。本市はこれまでも磐田市環境基本計画の基本方針の一つとして地球温暖
化対策を講じており、これらの整合を図るため、磐田市地球温暖化対策実行計画（区域
施策編）は、第 2次磐田市環境基本計画の後期計画策定に合わせ、同計画に盛り込む形
で策定します。 
また、磐田市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）における対策の一つである「適

応策」は、国の気候変動適応法第 12条に規定される「地域気候変動適応計画」と同じ
内容となるため、磐田市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）における適応策を「磐
田市気候変動適応計画」として策定します。 

２ 計画の位置づけ 

・環境基本法 
・第５次環境基本計画 
・環境教育等による環境保全の 
取組の促進に関する法律

・地球温暖化対策法 
・地球温暖化対策計画 

・静岡県環境基本条例
・第４次静岡県環境基本計画 
・環境関連個別計画等 

第2次磐田市環境基本計画 

・磐田市地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 
・磐田市気候変動適応計画 

国 静岡県 

磐田市環境基本条例第２次磐田市総合計画 

他分野の関連計画 

・磐田市都市計画マスタープラン
・磐田市緑の基本計画 
・磐田市森林整備計画
・健幸いわた   など 

磐田市 

連携

連携

整合
連携

第 7条に基づく

環境関連個別計画  
・磐田市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）
・一般廃棄物処理基本計画   など

計画に基づく

計画に
基づく 

連携
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３ 計画期間 

 国の 2020 年 10 月のカーボンニュートラル宣言及び地球温暖化対策計画を踏まえ、
基準年度を 2013 年度、目標年度を 2030 年度と設定します。また、長期目標として
2050 年までにCO2 排出量の実質ゼロを見据えた形で策定します。 

基準年度２０１３年度 ⇒ 目標年度２０３０年度

2013 ～ 2023 2024 2025 2026 
202７ 

（計画見直し）
～

2030 
《目標年度》 

～
2050 

《長期目標年度》

第 2次磐田市環境基本計画後期計画

《基準年度》 

磐田市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）
磐田市気候変動適応計画

計画期間 
中間目標 長期目標 
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４ 計画の構成 

 磐田市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の計画は、第 2次磐田市環境基本計画後
期計画の第 5章に該当し、全 5節の構成です。また、第 5節の２に「磐田市気候変動適応
計画」が位置付けられます。 

磐田市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）構成案 

節 細  節 概  要 

第 1 節 計画の概要 

１ 計画の背景 地球温暖化対策推進法の改正や本市のゼロカーボンシティ表明 

２ 計画の位置づけ 環境基本計画の第 5章として盛り込みます 

３ 計画期間 2023 年から 2027 年まで 

４ 対象とする温室効果ガス 地球温暖化対策推進法に定める 7種類のガスを対象とします。 

第 2 節 温室効果ガスの現状 

１ 排出量の推移 本市全体での排出量を、温室効果ガスの種類ごと記載します。 

２ 部門別排出量 エネルギー起源 CO₂で 4 部門（6 種）、エネルギー起源 CO₂以外で 5
分野（8種）の分類で排出量を記載します。 

３ 吸収量の推計 区域の森林等吸収源による温室効果ガス吸収量の推計を記載します。
４ 温室効果ガス排出の要因 上記 1～3 の現状から、市域の排出量の要因を分析し、記載します。 

第 3 節 将来予測 

１ 将来予測の考え方 現状趨勢ケースなどの将来推計の考え方を明らかにします。 

２ 将来推計 現状から将来における排出量推移を推計します。これは、対策をとった
場合と取らなかった場合を比較し標記します。 

第 4 節 削減目標 

１ 削減目標 
2013 年度を基準年度とした 2030 年度削減目標は、将来推計を基に国
の 46％削減に近づける形で設定します。また、長期目標は 2050 年実
質排出量ゼロを目指します。

２ 部門別削減目標 総量目標から割り返す形で各部門の施策効果に照らし、設定します。

第 5節 対策と評価 

１ 緩和策 温暖化対策推進法に示される 4 つの対策について、部門別、分野別に
施策を記載します。 

２ 適応策 
（磐田市気候変動適応計画）

１ 区域の気候・気象の 
特徴 

気候的特徴やこれまでの変化、将来予測を
示します。 

２ 気候変動の影響 影響を整理しこれまでの施策と、優先度の
高い分野や項目を明らかにします。 

３ 適応の取組み 優先度の高い分野の既存施策と今後の対
応策をまとめます。 

３ 施策の指標 個々の対策・施策に関する定量的な進捗管理目標を示します。 
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５ 推進体制 

 本計画は、磐田市環境基本計画内に組み込まれるため、策定にかかる推進体制は環境基
本計画と同じになります。 

（１）市民参画体制

①磐田市環境市民会議（設置根拠：磐田市環境基本条例）

人数 1５名程度 

構成 学識経験を有する者、市民、事業者、環境保全団体、関係行政機関
の職員 

所掌事務 磐田市環境基本計画の策定案に関する意見 
環境の保全及び創造に関する事項を調査審議 

②その他 
 ・後期計画（案）のパブリックコメント 
・小中学生などの若い世代の声を反映 

（２）庁内体制
①環境基本計画策定委員会（設置根拠：磐田市環境基本条例） 

人数 20 名程度 

構成 環境水道部長・秘書政策課長・環境課長・他関係部署の課長職

所掌事務 磐田市環境基本計画の策定案に関する総合調整 

②環境基本計画策定作業部会 

人数 20 名程度 

構成 関係部署の主査級担当者 

所掌事務 磐田市環境基本計画策定委員会の補助事務 
磐田市環境基本計画案に関する提案・調整 

（３）事務局
  環境水道部環境課に設置、各種調整等を行います。 


